
函館市特産品開発支援事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，函館市特産品開発支援事業補助金（以下「補助金

」という。）の交付について，函館市補助金等交付規則（昭和６２年

函館市規則第４３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか,

必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号

に定めるところによる。 

 （１）中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条第１項に規定する会社および個人，中小企業等協同組合法

（昭和２４年法律第１８１号）に規定する事業協同組合および協

同組合連合会，農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号)に規

定する農業協同組合および農事組合法人ならびに水産業協同組合

法（昭和２３年法律第２４２号）に規定する漁業協同組合および

水産加工業協同組合とする。 

（２）食品関連事業者  自社で製造または加工する食品を販売する事

業者をいう。 

    （３） 特産品 市内において製造または加工されたもので，市の魅力の

発信に繋がる食品をいう。 

   （４）新商品 自社において新たに製造または加工し流通させるものを

いう。 

 （目的） 

第３条 補助金は，市内の食品関連事業者に対し，新たな特産品の開発

に取り組む経費の一部を補助することにより，市内食品関連事業者の

商品開発を促進し,もって地域経済の活性化を図ることを目的とする。 

 （補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）

は，市内に事務所または事業所を有する中小企業者等であって，次の



全ての要件を満たす食品関連事業者とする。 

 （１）市税を滞納していない者 

 （２）直近の決算期において債務超過の状態にない者または流動比率

が１００％以上かつ直近２期分の決算期において当期純利益が

１期以上ある者（当期純利益が１期以上ある見通しの者を含む） 

  （３）函館市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２６年函館市条

例第１５号）第２条第１号に規定する暴力団，同条例第２条第２

号に規定する暴力団員または同条例第６条に規定する暴力団関係

事業者に該当しない者 

 （補助対象事業） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という｡） 

 は，市の特産品となり得る次の要件を全て満たす新商品の開発・生産

のための設備投資等を実施する事業とする。 

 （１）市の魅力を伝える食品または魅力を活かした食品であること 

 （２）市内の事業所で製造または加工すること 

 （３）原則３０日以上の賞味期限があること 

 （４）交付決定をした日の属する会計年度の翌年度末までに商品とし

て販売すること 

 （５）ふるさと納税返礼品への登録に努めること 

 （補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という｡) 

 は，補助対象事業を実施するために必要とするものであって，別表に

掲げる経費とし，消費税および地方消費税相当額を除いた額とする。

ただし，交付決定後に発注または契約し，交付決定年度内に納品およ

び支出したものに限る。 

２ 補助対象事業において他の補助金等の交付を受けている，または受 

ける見込みである経費がある場合は，当該経費は補助対象経費から除 

外するものとする。 

 （補助金の額） 

第７条 補助金の額は，補助対象経費の３分の２以内とし，千円未満の



端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。ただし，予算の

範囲内において市長が定める額を交付するものとし，５００万円を上

限とする。 

 （補助金の交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は，別記第１号様式の補助金

等交付申請書により，市長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類または図面を添付しなければな 

 らない。 

 （１）事業計画書（別記第２号様式） 

 （２）補助事業等の収支予算書（別記第３号様式） 

 （３）誓約書（別記第４号様式） 

 （４）経費が確認できる書類（見積書等） 

 （５）機械等を導入する場合は，当該機械等の耐用年数や概要が確認

できる資料（仕様書，カタログ等） 

 （６）新たに製造する特産品の生産工程図 

 （７）市内に事務所等を有することを確認できる書類 

 （８）申請者が函館市税を滞納していないことを証する書類 

 （９）直近２期分の決算書（見通しを含む）の写し（個人事業主が申請

する場合は確定申告書等） 

 （10）その他市長が必要と認める書類または図面 

 （審査委員会） 

第９条 市長は，前条第１項の補助金等交付申請書の提出があったとき 

 は，その内容を外部有識者等により審査する委員会（以下「審査委員 

会」という。）を開催する。 

２ 前項の審査委員会の組織その他必要な事項は，別に定める。 

 （補助金交付の決定） 

第10条 市長は，審査委員会の審査結果を踏まえ，原則として審査委員

による審査の日から１４日以内に補助金の交付の適否を決定し，その

旨を第８条第１項の申請をした者に共通第６号様式の補助金等交付

決定通知書または別記第５号様式の函館市特産品開発支援事業補助



金不交付通知書により通知するものとする。 

 （交付決定の取り消し） 

第11条 前条により交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。)

が，補助対象事業を中止，または廃止しようとするときは，速やかに

共通第７号様式の補助金等交付申請取下書によりその旨を市長に届

け出なければならない。 

 （補助対象事業の変更） 

第12条 補助事業者は，補助対象事業の内容について変更しようとする

ときは，共通第８号様式の補助金等交付決定変更申請書に変更の内容

を確認できる書類を添えて，市長に提出し，その承認を受けなければ

ならない。ただし，補助対象経費の１００分の２０を超えない減額ま

たは経費配分の変更については，この限りではない。 

２ 市長は，前項に規定する書類を受理したときは，その内容を審査し，

変更の承認を決定したときは，補助対象者に共通第９号様式の補助金

等交付決定変更通知書により通知するものとする。 

 （実績報告） 

第13条 補助事業者は，補助対象事業が完了したとき，別記第６号様式

の実績報告書により，市長に報告しなければならない。 

２ 前項の実績報告書には，次に掲げる書類または図面を添付しなけれ

ばならない。 

 （１）事業実績書（別記第７号様式） 

 （２）補助事業等の収支決算書（別記第８号様式） 

 （３）補助対象経費に係る発注および納品が確認することのできる書

類（発注書，注文請書，契約書，納品書，成果品の写真等） 

 （４）補助対象経費に係る支出を確認することのできる書類またはそ

の写し（銀行振込受領書，領収証，支払証明書等） 

 （５）その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付) 

第14条 市長は，前条の規定による書類の提出があったときは，その内

容の審査等を行い，交付すべき補助金の額を確定し，その額を共通第



１２号様式の補助金等の額の確定通知書により補助事業者に通知す

るものとする。 

２ 補助金の交付は，同一年度中に１補助事業者あたり１回に限るもの

とする。 

３ 補助金は，額の確定後において交付するものとする。 

 （補助金の返還） 

第15条 市長は，補助事業者が次のいずれかの要件に該当すると認めた

ときは，補助金の交付を取り消し，または既に交付した補助金の返還

を命ずることができる。ただし，特別な事情がある場合はこの限りで

はない。 

 （１）第５条第１項第４号に規定する要件を達成できないとき 

 （２）偽りその他不正な手段により，補助金の交付を受けたことが判

明したとき 

 （財産の処分の制限） 

第16条 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は，

補助事業により取得し，または効用の増加した財産（取得価格または

効用の増加価格が１件５０万円未満のものを除く。）を，市長の承認

を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，

貸し付け，または担保に供してはならない。ただし，補助事業の完了

の年の翌年から起算して減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数もしくは製造物責任法

第２条第３項で定める当該財産の製造業者等が公表する耐久年数のう

ちいずれか早い方の年数を経過した場合，または１０年を経過した場

合は，この限りでない。 

 （事業内容の公表) 

第17条 市長は，第１３条に規定する書類の内容を公表することができ

る。 

 （状況報告および調査） 

第18条 補助事業者は，第５条第１項第４号に規定する商品の販売を開

始したときには，次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 



 （１）販売開始報告書（別記第９号様式） 

 （２）新たな特産品の写真および概要がわかる書類（商品規格書，商

品パンフレット，カタログ等） 

２ 市長は，補助事業者に対して，補助対象事業に係る状況について報

告を求め，または調査することができる。 

 （補則） 

第19条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，令和６年１２月１１日から施行する。 

 

 

 



別表（第６条関係） 

補助対象経費 経費の内容 

１ 機械等設備費 

補助対象事業に要する１件１０万円以上の機械等の

導入経費 

※上記「機械等」は，新たな特産品の商品化に直接必

要となるもので，１年以上継続して使用できる機械装

置および機械装置に係るソフトウェアやシステム 

 

 

２ デザイン費 
パッケージおよびラベル等のデザイン製作の委託に

係る経費 

３  産業財産権の出

願に係る費用 

商標登録等に係る経費 

 

 

４ その他 
市長が必要と認める経費 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 


